
平成29年01月21日

ついに始まった！マイナンバー制度の勘所

特定社会保険労務士 伊藤治男

TAC東京セミナー

いったい何をすればいいのか? それぞれの対応状況にあわせ、
具体的にマイナンバー制度の対応策を講じるためのヒント

～フリーランス翻訳者・中小企業向けマイナンバー対策～



間違ってもOKなので、思っていることをディスカッションしてください!!

☑不安な事や、わからない事は何ですか？

☑マイナンバーについて、知っていることは何ですか？
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マイナンバー（個人番号）とは？

マイナンバー（個人番号）

• 住民票を有する全ての人に通知される１２桁の番号

①②③④ ⑤⑥⑦⑧ ⑨⓪①②

• 生涯を通じて１人１番号（原則 変更なし）

社会保障 税 災害対策

＜利用範囲＞ ３分野の行政手続のみ

上記の目的外の利用は禁止
※現段階では民間

利用はできない
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個人情報保護法とマイナンバー法の違い

個人情報保護法 マイナンバー法

対 象
体系的に整理された
個人情報（個人データ）を
5,000件以上保有する企業

第三者への
情報提供

本人の同意が
あれば提供可

本人の同意が
あっても原則禁止

情報の廃棄 規定なし

故人の情報 保護の対象外 保護の対象となる

罰 則
６カ月以下の懲役または
30万円以下の罰金 等

４年以下の懲役または200万
円以下の罰金または併科 等
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マイナンバーによる制限

個人情報（個人情報保護法）

氏名・住所・性別・生年月日

個人番号
（マイナンバー法）

→ 利用範囲の制限列挙
→ 安全管理措置、委託先監督
→ 提供の求めの制限
→ 本人確認の実施

特定個人情報
（個人情報保護法

＋マイナンバー法）

→ 第三者への提供の制限
→ 収集、保管の制限

特定個人情報ファイル
（複数の特定個人情報）

→ 作成制限
→ 保管制限（法令で決められた

期間を超えたら廃棄・削除が必要）
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〈基本方針の策定〉

特定個人情報等の適正な取扱いの確保について

組織として取組むため定める項目

・ 事業者の名称 ・ 関連法令、ガイドラインの遵守

・ 安全管理措置等に関する事項 ・ 質問及び苦情処理の窓口等

※プライバシーポリシーを参考に作成

〈取扱規程の策定〉 ・・・就業規則ではありません！

事務の流れを整理し具体的な取扱のルールを作成

①取得 ②保管 ③利用 ④提供 ⑤削除・廃棄

それぞれの管理段階ごとに

・ 取扱方法を決める

・ 責任者と事務取扱担当者を決め、具体的な業務も決める

ガイドラインに則った情報の安全管理措置 5



情報の安全管理措置 ４つの義務 11

・ 事務取扱担当者の監督、教育

特定個人情報の取扱いについて定期的に研修を行う
特定個人情報についての秘密保持を就業規則等に盛り込む

・ 組織体制整備
事務責任者と責任の明確化、取扱担当者とその役割を明確化

・ 運用の確認
システムへのアクセスログ・利用実績・持ち出し・廃棄や削除の記録等

・ 特定個人情報ファイルの取扱状況を確認する手段の整備
どのファイルを誰が何の目的で利用するか、アクセス権限者は誰かなど

・ 情報漏えい等事案に対応する体制整備
二次被害防止、事実関係公表、委員会・総務大臣等への報告

・ 取扱状況の把握及び安全管理措置の評価、見直し、改善

①組織的安全管理措置

②人的安全管理措置



情報の安全管理措置 ４つの義務 12

・ アクセス制御
特定個人情報ファイルを扱うシステムを限定

・ アクセス者の識別と認証
ユーザーIDとパスワード、ICカードの活用

・ 外部からの不正アクセス等の防止
ファイアーウォール設置、セキュリティ対策ソフト導入、定期的なログ分析、
標準装備の自動更新機能の活用で常に最新状態にしておくことは必須

・ 特定個人情報等を取り扱う区域の管理
入退室の記録や立ち入りの制限、壁や間仕切り等の設置、座席配置の工夫

・ 機器及び電子媒体や書類等の盗難等の防止
保管場所に施錠する、機器はセキュリティワイヤー等で固定するなど

・ 電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止（事務所内の移動含む）

・ 個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄
復元できない手段で速やかに（年度末等）廃棄・削除

③物理的安全管理措置

④技術的安全管理措置



86つの導入チェックリスト



マイナンバーの対応スケジュール 9

税関係

社会
保険

雇用
保険

2016年（平成28年）

１月 12月

1/31

2017年(平成29年）

１月

→ 利用開始

健康保険 年金の利用開始
（平成29年1月から 閣議決定）

12月

源泉徴収票・

給与支払報告書提出

年末調整

2018年(平成30年）

１月

→ 利用開始

→ 特別徴収に係る
給与所得者異動届出書

→ 利用開始



マイナンバー事務対応の整理 10

①取得・収集
（データ・紙）

②保管
（システム・ファイリング）

③利用
（データ入力・書類作成）

④提供
（電子申告・役所への届出）

⑤廃棄・削除
（データ削除・溶解）

安全管理措置

• 組織的
• 人的
• 物理的
• 技術的

①から⑤のそれぞれのシーンで 取扱記録 をとる必要あり



取扱記録の例 11

「いつ・誰が・誰の番号を・何のために・どうした」
（①取得・収集②保管③利用④提供⑤廃棄・削除）

→ システムから記録を出力し、ファイリング使用するシステムで
記録がとれる部分

システムで
記録がとれない部分

少人数の事務が発生する場合

→ 業務フローの各段階で記録し、ファイリング

個人番号取扱記録シート(入社時) 所属部門 従業員コード 氏名

手 順 担当者 送付日

①採用通知書他必要書類を送付する

使用する書式

自社で本人確認（コピーを提出）の場合は 「⑨⁻1 採用通知書」

自社で本人確認（システムで提出）の場合は 「⑨⁻2 採用通知書」

本人確認を委託している場合は 「⑨-2 採用通知書」

受領者 受領日 確認者 確認日

②新入社員から書類を回収しチェックする

□本人から直接、取扱担当者へ郵送（または直接回収）

□支店・営業所・店舗の責任者経由で回収

□メール □FAX □郵送

□本人確認の書類のみシステムで回収

個人番号取得時 本人確認手段管理表 年 月 日

部門名 部課名
従業員
コード

氏名 回収日 回収者

①番号確認手段 ②身元確認手段 人事・給与システム 書類廃棄

備考
通知
カード

個人番号
カード

住民票
(個人番号

入り)
免許証

パス
ポート

学生証
写真有

学生証
写真無

健康
保険証

住民票 その他 入力日 入力者 確認者 廃棄日 廃棄者

一度に多くの事務が発生する場合（年末調整や既存社員の初回収集など）

→ 一覧表形式



取得・収集 〈本人確認とは〉 12

本人（従業員、支払先等）から提供を受ける場合

番号確認 身元確認

①
個人番号

カード

②
通知カード

＋
免許証 または

パスポート

＋

裏面 表面

通知カード 免許証またはパスポート

○○県■■市△△町◇丁目○番地

番号 花子

＋

一致確認内容

氏名
＆

住所または

生年月日



取得・収集 〈本人確認の方法〉 13

本人確認の書類として必要なもの

１．個人番号カードの裏面と表面

２．通知カード
または
個人番号が記載された住民票

(住民票記載事項証明書)

写真入りの身分証明書
●免許証 ●学生証 ●パスポート

●身体（精神）障害者手帳 ●療育手帳

●在留カード ●特別永住者証明書

＋

※１、２の取得が困難な場合

３．通知カード
または
個人番号が記載された住民票

(住民票記載事項証明書)

写真なしの身分証明書（いずれか２つ）

●住民票（住民票記載事項証明書

※番号確認と身元確認に兼用できます
●健康保険証 ●年金手帳 ●学生証

●特別児童扶養手当証書

●国税・地方税・社会保障の領収書
●印鑑登録証明書 ●源泉徴収票

●後期高齢者医療保険者証

＋

取得・収集の取扱記録をとる必要あり



取得・収集 〈取引先（支払調書）〉 14

住所・氏名を印字

印刷された住所
に郵送され、そこ
から返送されてき
たことで、身元確
認が可能

※貼付されている
通知カードの住所
と同じ住所ならば
身元確認の書類
を省略できる

利用目的も通知



取得・収集 〈年末調整時の本人確認〉 15

【原則】 従業員が個人番号を記載して書類を提出した場合

個人番号の提供の都度、本人確認が必要

ただし、２回目以降の番号確認は、個人番号カードや通知カードなどの
提示を受けることが困難であれば 、事業者が初回に本人確認を
行って取得した特定個人情報ファイルと照合する方法も可能

「社会保障・税番号制度」HPのFAQ ｢民間事業者における取扱」4-3-4の回答

扶養控除等(異動)申告書が
提出される際に毎年、本人確認が必要



取得・収集 〈本人確認：扶養控除等異動申告書の活用〉 16

身元確認を扶養控除等異動申告書ですることが可能に！

①扶養控除等異動申告書に氏名・住所・生年月日をプレ印字する

②その申告書を使って従業員が内容を確認し、会社に提出

③免許証等の他の身元確認の書類の提出は不要

＋

①扶養控除等異動申告書の余白に「個人番号は給与支払者に
提供済の番号に相違ありません」 と記載

②個人番号は、別紙またはシステムで収集し保管
③税務署長に提示を求められた際に個人番号を付記すればよい



取得・収集 〈注意点〉 17

必要な記載事項

・住所・氏名・個人番号
・提出年月日・提出申告書名称

申告書に「個人番号は給与支払者に 提供済の番号に相違ありません」と記載しておく

※この連絡書を個人番号

簿とする場合は退職の翌
年の1月11日以後7年間保
管する

上記以外で健康保険の扶養となるご家族の方について記載してください。
年収130万円未満（60歳以上は年収180万円未満）で配偶者、直系尊属、子、孫、兄姉、弟妹以外の3親等
内の親族は同一世帯でなければなりません。また、年収130万円未満でも勤務先で健康保険に加入してい
る親族は扶養対象とはなりません。



保管 18

個人番号の記載された原本書類で会社に保管する義務があるもの

• 扶養控除等（異動）申告書

• 退職所得の受給に関する申告書（退職所得申告書）

※社会保険関係は、行政機関等から返戻される書類には個人番号は記載
されていないため、マイナンバー法上の安全管理措置の対象ではない

個人番号が
含まれたデータ

事務取扱担当者のみがアクセスできるよ
うに制限をかける。
（データが含まれるシステムそのものの

制限とＰＣそのものの制限）

廃棄・削除しやすいように1年ごとに年代管理する

個人番号が
記載された書類

施錠できる場所に、年代ごとに保管。
鍵は事務取扱担当者が適正に保管する。

※ 扶 に個人番号を記載せず別紙管理するなら
マイナンバー法上の安全管理措置の対象外



保管 〈保管する義務のない書類の保管〉 19

保管義務のない個人番号が記載された書類を保管したい場合

番号確認の資料 （通知カードのコピー等）

原則：本人確認後に廃棄・削除する。

※保管する場合は、安全管理措置が必要

施錠できる場所に、年代ごとに保管
（例：扶養控除等異動申告書と一緒にファイリング）

社会保険の届出書のコピー

• 届出書の控えは、個人番号を記載しないで作成し、収受印をもらう。
• 個人番号の部分をマスキングして保管する。

マイナンバー法上の安全管理措置の対象外



利用・提供 20

個人番号を記載した帳票の作成や社会保険の届出書類の作成が発生

既に取得している個人番号を帳票や届出書に転記

１．システム等に保管しているデータを利用して出力・転記
or

２．紙で保管している 扶 や一覧表等から転記

利用

税・社会保険の届出

１．電子申告・申請

２．紙で届出

• 送付の場合は追跡可能な手段を利用

• 持参の場合は他者に見られない、紛失防止の措置が必要

提供

利用・提供のつど、取扱記録をとる必要あり



源泉徴収票・支払通知書・支払調書 記載時の注意点 21

受給者交付用には支払者の法人
番号または個人番号は記載しない

支払調書を支払先に渡す場合には
法人番号・個人番号は記載しない
（支払を受ける者・支払者の両方）

受給者交付用には従業員等・扶養親族の
個人番号の記載不要
※年調しない場合も配偶者・親族の氏名は

記載が必要

・税務署提出用（源泉徴収票）
年末調整しない場合も以下の記載が必要

扶養対象配偶者・親族の氏名＆個人番号
・市区町村提出用（給与支払報告書）

配偶者特別控除の対象者の個人番号記載は不要



廃棄・削除 22

シュレッダーにかける紙
（個人番号が記載された書類）

溶解業者に依頼する
※必ず証明書をもらう

物理的に破壊するデータ
（ＰＣやサーバ、ＣＤ-Ｒ等含む）

専門業者に依頼する
※必ず証明書をもらう

復元できないような手段で廃棄・削除する

廃棄・削除のつど、取扱記録をとる必要あり



廃棄・削除 〈従業員等〉 23

◆扶養控除等異動申告書・退職所得申告書の法定保管期限

保管期限についての関連条文：所得税法施行規則第76条の3

2016

201
5

2017 2018

2019 2020 2021

2022

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

平
成
30
年
度

平
成
31
年
度

平
成
32
年
度

平
成
33
年
度

平
成
34
年
度

申告書の該当年の翌年1月10日の翌日から７年以後、

速やかに廃棄・削除できるよう、年代ごとに管理し、
ファイルに廃棄のタイミングを記載しておく

例：平成29年１月10日【平成28年の年末調整関係の書類】
→ 平成36年（2024年）１月11日以降



業務委託の場合 24

◆委託先に情報を受け渡すための手段と担当者の決定

• データの授受は安全な環境を用意する
（委託先が準備していればそれを使うことも可能）

• メールや無料のストレージサービスは漏えいの危険性が高い

□ どの業務を委託するのか
（①取得・収集 ②保管 ③利用 ④提供 ⑤廃棄・削除）

□ 報告（委託した業務の取扱状況）

□ 取扱記録の保管 など

委託先との契約内容の見直し
会社 税理士

など

委託契約

▼

見直し



25

◆研修は定期的・継続的に

情報漏えい対策のための教育研修

情報漏えい対策は社員の一人ひとりの意識改革から

 有害サイトの閲覧厳禁等の基本的事項の確認

▶ ＵＳＢメモリや携帯電話・スマートフォンの使用

▶ ウィルス対策ソフトの導入、 ＯＳ・ソフトウエアは最新の状態に

▶ ＰＣのパスワードの設定や変更の期限

▶ 重要書類の保管や、情報の保管のルール

 サイバー攻撃への注意喚起
▶ 怪しいメールは開封しない

▶ 疑わしいメールのＵＲＬはクリックしない

▶ 不審な添付ファイルは開かない

 社内ルールの徹底

 コンピュータやソフトウェア使用時の徹底事項



厚生労働省の動き 26



健康保険 介護保険

業務外の傷病に

関する給付を行

う。

介護や家事支援

などの給付を提

供。(満40歳以上の

人が対象。)

老齢・障害・死亡

（遺族）に対する

保険給付。

失業等に関する

保険給付。

業務上、通勤途

上の傷病、障害、

死亡に関する保

険給付。

会社負担 4.980% 0.790% 9.091% 0.85% 0.30% 16.011%

社員負担 4.980% 0.790% 9.091% 0.50% なし 15.361%

合計 9.960% 1.580% 18.182% 1.35% 0.30% 31.372%

＊組合健保は各組合ごとに保険料率が違う *厚生年金保険料は毎年改定される H28.09改定

労働保険

雇用保険 労災保険

＊協会けんぽの保険料率（介護保険含む）は都道府県ごとに違う(表は東京都の場合)

概要

保険料率

健康保険
社会保険

厚生年金

27

社会保険制度の概要



１．契約期間

適用事業所に使用されている人は、国籍・性別・年齢・賃金の額等に関係
なく、「適用除外」に該当する場合を除き社会保険の加入義務が生じます。

適用除外とされる(加入義務なし) 適用対象とされる(加入義務あり)

日々雇い入れられる人 → 1カ月を超えて使用された場合

2カ月以内の期間を定めて使用される人 → 所定の期間を超えて使用される場合

一定期間で終了する現場で使用される人 → 6カ月を超えて使用される予定の場合

２．労働時間

勤務時間及び勤務日数の両方が一定の基準に達するときに、社会保険
の加入義務が生じます。

（基準①）
1日の所定労働時間がおおむね4分の3以上

（基準②）
1カ月の労働日数がおおむね4分の3以上

＊健康保険・厚生年金について

⑳社会保険の加入基準 28



社保対象者の確定

業務委託としている

人材あり

「請負契約」と認められる
３カ条を満たせる。

①仕事の依頼を断ることができる

②仕事の方法や仕方について細
かい指示を受けない
（会社の指揮命令下にない）

③就業場所や時間に拘束されない

社保加入要件
に該当する

対象外加入

あり

No Yes

Yes No

29



(+)プラス

(-)マイナス

2025 2026 2027 2028 2029 20302021 2022 2021 2022 2023 2024

0

2016 2017 2018 2019 2020

将来をどう選択する？

現在
これから、どのように推移して行きたいと思っていますか?

30



社会保険に加入する必要があるが、どう対応すれば良いのか、
上手い方法が知りたい。

社会保険加入の為のルールが出しく理解でき、
どうすれば良いのかが認識できた。

機能

効用

本当に実現したい事は何？

未来

31



活 用 度

有期契約労働者（期間の定めのある労働者）や短時間労働者

（パートタイマー）等を正規雇用（正社員）・無期雇用（期間の定め

のない雇用）に転換する事業主が利用できる。

※対象者が母子家庭の母などの場合、①は１０万円、②③は５万円の加算あり
※派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者として直接雇用する場合、１人当たり

３０万円を加算

助成内容

助成額

正規雇用または無期雇用に転換する

制度等を規定し、転換した場合

①有期→正規 １人当たり６０万円（注）＋50万円(東京)

②有期→無期 １人当たり ３０万円＋20万円(東京)

③無期→正規 １人当たり３０万円（注）＋50万円(東京)

キャリアアップ助成金（正規雇用等転換コース） 32



東京都渋谷区幡ヶ谷2-17-1-305
TEL03-5350-5784  info@ariasolution.com

ＡＲＩＡ社会保険・経営労務事務所
特定社会保険労務士 伊 藤 治 男

ＡＲＩＡ社会保険・経営労務事務所

事務所のCONCEPT
１．成長意欲の高い経営者に、気軽に相談できる社外ＮＯ.２として

お役に立ちます。
２．社長のビジョン実現を図るため、社員とのギャップを調整することで

ベクトルを揃え、社員が自律的に業務を推進する体制を整えます。
３．社長がマネジメントに専念できる体制を構築する事で、成長が実感

できる環境を整えます。

代表者

伊 藤 治 男
のびしろ人事コンサルタント

特定社会保険労務士

・立教大学法学部 卒業
・第一生命保険入社、中小企業勤務を経て

平成15年に社会保険労務士として独立開業
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